
 施策評価シート【分野別施策】 

 

 
関連事業 

○企業立地等促進事業○波力発電関連分野での新産業創出促進事業 

 決算額 

 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

事業費（千円） 108,871 139,908 124,539  

執行率（％） 72.39 91.90 93.17  

 
施策の推進に向けた主な取組の「成果」 

・企業の立地に際して、施設整備や環境設備の助成を行うとともに、従業員の新規雇用や

市内転入などに対する助成制度を拡充することで、市内企業の事業と雇用拡大を促進し

ました。 

・市内企業と大学による共同研究に補助することで、新たな技術開発につなげるととも

に、気候変動への具体的な対策である波力発電の開発において、企業版ふるさと納税に

よる寄附を受け、波力発電の低コスト・高効率化及び藻場の造成など、カーボンニュー

トラルに貢献する技術開発を支援しました。 

 

 施策を推進する上での「主な課題（・）」と課題解決を図るための「取組方針（⇒）」 

・新型コロナ感染症を契機に企業の東京一極集中化の動きに変化が見られ、企業の立地に関

する制度の活用状況や社会情勢の変化を捉えた適切な支援をする必要があります。 
⇒関係機関と連携を図り、企業の立地に関する制度の周知を進めるとともに、制度利用実績

や利用者の傾向などを踏まえ、適切に支援します。 

 施策名  関係部 

４－③ 工業を振興する 産業振興部 

 所管事業に関連する成果指標 

指標名 
単

位 

実績値 
5 年度 

目標値 

推計値に 

よる評価 
改訂計画 

策定時 
2 年度 3 年度 4 年度 

中小企業（製造業）の

事業拡大に伴う設備

投資に対する助成 

件数（累計） 

件 13 16 18 20 24 未達成 

工場の新規立地や増

築に対する助成件数

（累計） 

件 25 31 35 39 43 未達成 



・社会の急激な変化とともに求められる産業も大きく変化していくことが想定されること

から、それに対応できるような新商品や技術開発などを促す必要があります。 
⇒市内企業と大学等による共同研究に対して開発段階に応じた支援を行う中で、社会的課題

の解決に資する研究に対して、手厚く支援します。 

 


